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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災行政無線維持管理費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 7,665 9,297 9,079 9,079 1,414

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 7,665 9,297 9,079 9,079 1,414

事業
概要

災害発生時に迅速・的確な情報提供を行い、被害の未然防止・軽減を図る目
的で整備した防災行政無線の運用と設備の保守管理を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

防災行政無線は、災害発生時の市民への早期避難の呼びかけ等の情報伝達
手段として必要不可欠な設備であり、その適正な管理・運用が必要とされてい
る。

その他
今後、設備一式のデジタル化や、子局
の増設、戸別受信機の配布等を検討
する必要がある。現状と

背景

①放送時の気象条件（雨音、風音など）等により、聞き取りにくい。②子局の近くに自宅
がありうるさい。といった苦情が寄せられており、運用には苦慮している。
①に対しては、県が運営するあんしんトリピーメールを活用したメール配信や、テレホン
サービスを行っている。
②に対しては、放送基準を定めて、必要最小限の放送となるようにしている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災連携備蓄整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,399 1,667 656 656 ▲ 743

財
源
内
訳

国 0

県 0 723 328 328 328

市債 0

その他 0

一般財源 1,399 944 328 328 ▲ 1,071

事業
概要

災害時に必要な食糧・生活必需品・医薬品・防災資機材などの備蓄と、備蓄倉
庫の維持管理。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

地域防災計画において、災害用物資の備蓄を行うこととしている。特に、大規
模災害に備え、発災直後の迅速な対応として、避難住民等の食料及び生活必
需品の備蓄は必要である。

その他
賞味期限が到来する予定の飲食用物
品については、防災訓練等で使用す
るなど有効活用を図っている。現状と

背景

県内で備蓄品目・数量の基準を設け、各市町村が定められた数量を整備する
こととしている。平成２８年度中に消費期限等が来るものがほとんとであり、入替
が必要である。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 境港市防災会議費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 24 26 26 26 2

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 24 26 26 26 2

事業
概要

災害対策基本法に基づき策定された地域防災計画を審議する境港市防災会
議の運営。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

地域防災計画に毎年検討を加え、必要があると認めるときは、防災会議を開催
し計画を修正する。地域防災計画を修正することにより、災害時にとるべき効果
的な対策を実施できるような体制を確立する。

その他
国等指針の見直しにより、地域防災計
画の適宜見直しが必要となる。

現状と
背景

地域防災計画の実効性を確保するため、各種防災対策を推進し、災害から市
民の生命・財産を守るための施策の充実・拡大を図っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 鳥取県地域衛星通信ネットワーク整備事業負担金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,036 1,092 1,092 1,092 ▲ 944

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 2,036 1,092 1,092 1,092 ▲ 944

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

県が行った地域衛星通信ネットワーク整備事業の市町村分整備費のうち、県
債充当残額と県債のうち普通交付税で措置されない額の合算額に係る市町村
負担金。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

地域衛星通信ネットワーク（管理運営：自治体衛星通信機構）に参加することに
より、地上系通信網を補完する衛星通信網を確保し、防災対策の強化を図る。

その他 債務負担行為設定済。

現状と
背景

全国の地方公共団体を結ぶ衛星通信ネットワーク（県庁局、市町村局、消防
局）が形成され、災害時等に活用されている。



10

2

1

9

会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 樋門管理費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 574 570 570 570 ▲ 4

財
源
内
訳

国 326 331 331 5

県

331

0

市債 0

その他 215 207 207 207 ▲ 8

一般財源 33 32 32 32 ▲ 1

事業
概要

樋門を常に良好な状態に保つために必要な点検整備と、増水時の樋門操作
を行うための経費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

樋門を適正に管理し、機能を確保することにより、高潮等による災害を未然に
防止する。

その他
国や境港管理組合が所管する樋門に
ついても、管理委託を受けている。

現状と
背景

温暖化の影響や集中豪雨・台風の増加などにより、樋門の操作が増加傾向で
ある。樋門２６箇所を管理しているが、操作委託者の高齢化が進んでいる。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災対策講演会開催事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 122 82 82 82 ▲ 40

財
源
内
訳

国 0

県 0 41 41 41 41

市債 0

その他 0

一般財源 122 41 41 41 ▲ 81

事業
概要

防災対策について、市民への啓発及び学習の場を設けるため、専門家等によ
る講演会を開催する。 今年度

見直し
事 項

市議会からの要望を受け、公民館単位
で開催する。また、講師はこれまでの
専門家（大学教授）のほか気象台職員
など多様な方面から招聘する。

事業
目的

災害による被害を最小限に抑えるためには、市民が正しい知識を持ち、事前の
対策をしておくことが重要である。講演会の開催は、その一助とする。

その他

現状と
背景

Ｈ２５．９　群馬大学片田教授による講演会開催。
Ｈ２６　公民館及び自治会館等にて出前説明会をおこなった。
Ｈ２７年度は、保護者等若年層をターゲットに三中及び誠道小にて出前講座を
行った。また、年度中には、講師を招いた講演会事業を計画中である。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 津波ハザードマップ作成事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 994 706 173 879 879

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 994 706 173 879 879

事業
概要

東北地方太平洋沖地震において想定を超える大津波により、甚大な被害が発
生した状況を踏まえ、
新たな想定に基づく、津波ハザードマップを作成し、住民の安全・安心を図る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

ハザードマップは、津波時における避難経路及び避難場所の周知を図るもの
であり、その情報を住民に提供することにより、災害時における適切な行動を理
解することで、大規模な被害を最小限に止めることが期待できる。

その他

現状と
背景

近年の自然災害は、予想を超えた規模で発生しており、災害に備えて市民へ
の周知徹底は必要不可欠である。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 鳥取県防災無線（衛星系）施設保守負担金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 758 1,098 1,098 1,098 340

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 758 1,098 1,098 1,098 340

事業
概要

県が境港市役所の施設内に設置している県防災行政無線（衛星系）設備に係
る保守経費負担金。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

県防災行政無線は、県と市町村、防災関係機関とを結ぶ無線による通信ネット
ワークである。災害の発生状況、被害状況に関する情報が迅速かつ確実に収
集できるため、災害対策に必要不可欠のものである。

その他

現状と
背景

県防災行政無線の高い信頼性を維持するため、定期的な保守や点検等を図
る必要がある。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 境港市同報無線利用者協議会負担金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 23 23 23 23 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 23 23 23 23 0

事業
概要

市が開設している防災行政無線局（広報さかいみなと）の共同利用組織である
境港市同報無線利用者協議会に対する負担金。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

市の防災行政無線局を共同利用し、公共性の高い生活行政情報を市民に迅
速に提供する。

その他

現状と
背景

外部団体からは会費を徴収し、市は事業費と会費の差額を負担している。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 自主防災組織育成補助金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 896 1,115 1,033 82 1,115 219

財
源
内
訳

国 0

県 448 558 516 41 557 109

市債 0

その他 0

一般財源 448 557 517 41 558 110

事業
概要

自主防災組織が行う資機材整備や訓練活動等に対し、補助金を交付する。
（資機材整備への補助は、組織を結成してから１回のみ。） 今年度

見直し
事 項

事業
目的

地域単位での自主防災組織の育成を促進し、災害発生時の地域住民の協力
（共助）意識の向上を図る。

その他

現状と
背景

大規模災害時は、公助機能が十分機能しないことが想定されるため、共助や
自助機能の充実が不可欠となっている。特に発災直後の避難誘導や初期消
火等は、共助機能が大きな役割を果たすため、組織の自主的な訓練活動を支
援し、共助機能の充実を図る必要がある。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 境港市国民保護協議会費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 15 23 15 15 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 15 23 15 15 0

事業
概要

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に基づき策
定された国民保護計画を審議する境港市国民保護協議会の運営。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

国民保護のための措置に関する施策を総合的に推進する。

その他
国や県の見直しを踏まえ、定期的な見
直しが必要。

現状と
背景

「国民保護計画」とは、万一の大規模なテロ（緊急対処事態）や有事（武力攻撃
事態）が発生した場合に、国民の生命、身体、財産を保護し、国民生活や国民
経済に及ぼす影響が最小となるよう、国や県、市町村などの役割を定めるもの
であり、本市では平成１８年５月に策定している。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 高潮等対策事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 2,803 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 2,803 0 0 0

事業
概要

台風時における高潮・浸水対策として水中ポンプの設置や土のうの運搬等の
費用。また、避難所を開設した際の布団等のクリーニング費用。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 高潮による浸水被害を防ぐ水中ポンプの設置や土のうの運搬等行う。また、避
難所を開設し住民の安全を図る。

その他

現状と
背景

平成２７年度台風、高潮による浸水被害ありポンプ等可動。避難所（公民館）開
設は１回。１０人が自主避難した。



10

2

1

9

会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災一般管理費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 582 590 585 585 3

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0 67 67 67

一般財源 582 590 585 ▲ 67 518 ▲ 64

事業
概要

防災関連業務を幅広く遂行するにあたり必要となる経常的な経費のうち、通信
機器使用料など他の事業に属さないものを計上。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

各事業に属さない防災施策の諸事務を円滑に実施する。

その他

現状と
背景

防災行政を円滑に実施するにあたり、諸施策を事業化しているが、各事業にそ
ぐわない事務を防災一般管理費として取りまとめている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 職員防災服等整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,115 157 0 0 ▲ 1,115

財
源
内
訳

国 0

県 557 ▲ 557

市債 0

その他 0

一般財源 558 157 0 0 ▲ 558

事業
概要

職員が災害対策業務等を行う際に必要となる防災服等を整備する。
平成２８年度からは、新規採用職員分を配備していく。 今年度

見直し
事 項

平成25年度は「防災資機材整備事業」
で計上していたが、職員個人に対して
整備するもののため、本年度は別立て
とした。

事業
目的

職員が災害対策業務を行う際には、一目で市職員であることが分かることはも
ちろん、職員自らの安全を図る必要があるため、整備する必要がある。

その他

現状と
背景

年次的に整備を進めており、平成25年度は主に管理職と建設部等、平成26年
度は一般職、平成27年度は出先機関職員等に配備。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 美保飛行場周辺まちづくり整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 14,064 58,054 48,167 111 6,743 55,021 40,957

財
源
内
訳

国 12,657 43,540 5,058 40,902 28,245

県

35,844

0

市債 0

その他 0

一般財源 1,407 14,514 12,323 111 1,685 14,119 12,712

事業
概要

　美保基地の存在による航空機災害等の対応策として、地域住民が安全・安
心で暮らせる環境を創出するための災害に強いまちづくりと、基地と市民との
交流拠点の整備を目指したまちづくりを行う。
　平成２８年度は、「市民会館周辺エリア」の基本設計行う。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　美保基地の存在による航空機災害等の対応策として、地域住民が安全・安
心で暮らせる環境を創出するための災害に強いまちづくりと、基地と市民との
交流拠点の整備を目指したまちづくりを行う。

その他

現状と
背景

　美保基地周辺では、航空機による飛行訓練及び人員・装備品等の空中輸送
が頻繁に実施されていることから、周辺住民は常に航空機事故等に対する危
機感を抱いている。平成２８年度から次期輸送機（C2）に更新され、周辺住民
は更に不安感が増している状況である。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災訓練実施事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 155 62 62 62 ▲ 93

財
源
内
訳

国 0

県 77 27 31 31 ▲ 46

市債 0

その他 0

一般財源 78 35 31 31 ▲ 47

事業
概要

市民の防災意識の高揚を図るとともに、防災対策の実効性を確認するため、防
災訓練を実施する。
住民参加型のシェイクアウト訓練、津波避難訓練等を実施する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

市民の防災意識の高揚を図るとともに、防災対策の実効性を確認するため、防
災訓練を実施する。

その他
市議会から市民向けのシェイクアウト訓
練を実施するよう要望が出ている。

現状と
背景

平成２６年度に市内全域でシェイクアウト訓練を実施し、平成２７年度において
も行った。また、これに合わせて津波避難訓練も実施した。平成２８年度は、３
年目となり、ようやくシェイクアウト訓練（安全確保行動）が浸透し始めている。
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会計 一　般　会　計 所管課 通商観光課

款 総　務　費
事業名 防災情報ステーション等整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,056 2,361 1,063 1,063 7

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 1,056 1,063 1,063 7

一般財源 0 2,361 1,063 ▲ 1,063 0 0

事業
概要

災害関連情報を住民に対し確実に提供する目的で、避難所等に耐災害性の
高い公衆無線ＬＡＮ環境（Wi-Fiスポット）防災情報ステーションを整備しつつ、
平時には観光や地域振興に関する情報の発信に役立てることを可能にするも
の。
平成28年度は、水木しげるロードの既設公衆無線LANスポット5カ所を補完す
るために1カ所追加整備を行い、接続環境の充実を図る。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

水木しげるロード（来訪者年間２８０万人）及び夢みなと公園（来訪者年間８０万
人）に近接する避難所６箇所にWi-Fi電波の到達が可能な耐災害性の高い公
衆無線ＬＡＮ環境を整備することにより、災害時に災害関連情報が入手できる
通信環境を確保すること、また平常時における国内外の観光客等に観光情
報、地域情報入手のための通信環境を提供し、おもてなしの向上を図るもの。

その他

現状と
背景

整備した設備は緊急時に加え、習熟を図る意味でも平時の利活用（行政情報
や観光情報の配信、施設利用者への一般開放など）を推進
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 境港市原子力発電所環境安全対策協議会費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 166 166 166 166

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0 166 166 166

一般財源 0 166 166 ▲ 166 0 0

事業
概要

境港市原子力発電所環境安全対策協議会の運営費
今年度
見直し
事 項

事業
目的

島根原子力発電所の周辺環境への影響、安全対策等を把握し、市民の健康と
安全の確保に資するための協議会設置。

その他

現状と
背景

福島の原発事故以来、市民は、原子力発電所における安全対策について、不
安もあり、関心が高まっている。このような現状を受け、原子力発電所の周辺環
境への影響、安全対策等を確認するため、協議会を設置する。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災備蓄倉庫修繕事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 2,290 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 2,290 0 0 0

事業
概要

平成１９年度に建設された「余子公園防災備蓄倉庫」。天井の断熱材が広範囲
にわたり、はがれており、脱落しそうである。貼り付けや受け止める等の補修を
行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

防災備蓄倉庫については、災害時において、備蓄品をすぐに提供できるように
しておかなければならない。そこで、倉庫内の温度等を一定に保つよう設定が
してある。断熱材が脱落することで温度等が保てなくなり、備蓄品が適正に提
供できなくなる。また、天井からの断熱材の脱落により、ケガ等を発生させない
ようにするために補修を行うものである。

その他

現状と
背景

倉庫内には、連携備蓄品として、現在２０種類ほどの品目とその他道具等を保
管している。保存水・保存食はもちろんのこと、一定の条件を保たないと腐敗す
るものや、紙おむつ、毛布等、カビ・ダニ等が発生しやすくなるものもある。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災行政無線システムデジタル化事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 47,304 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 47,304 0 0 0

事業
概要

現状の設備（アナログ式）が、故障しても部品等がないため、デジタル化に対応
できる操作卓を更新する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

境港市防災行政無線設備の老朽化に伴いデジタル化して更新する。現状の設備（ア
ナログ式）が、故障しても部品等がないため、対応できず、平成２８年度は、デジタル化
に対応できる操作卓のみを更新し、防衛省補助事業をにらみ、平成３２年度から複数
年において（平成３４年１２月までがデジタル化の期限）デジタル化へ整備をするもので
ある。

その他
 平成３４年度以降アナログ波方式は使
用できない（免許更新ができない）。

現状と
背景

現在の防災行政無線設備は、平成１４年から１６年にかけて整備されたもので
ある。防災行政無線操作卓のサーバーは、５年ごとの更新がメーカー推奨され
ているが、前回更新からすでに８年を経過し、耐用年数を過ぎている。導入か
らすでに１０年以上が経過する中で、故障した場合には、修理及び部品の交換
ができない状態である。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 原子力防災対策基金積立金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 8 8 8

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0 8 8 8

一般財源 0 0 0

事業
概要

鳥取県原子力防災対策交付金により交付された交付金を基金として積み立て
る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 鳥取県から交付された鳥取県原子力防災対策交付金を境港市の原子力防災
対策事業費として積み立てる。

その他

現状と
背景

中国電力株式会社から鳥取県に対し、６億円の寄付金があった。その一部が、
交付金として交付されるものである。


